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実数

(A)

構成比 実数

(B)

構成比

ha 481,102 - 8,342,227 - 5.8
国土交通省国土地理院「全国都道府県市

町村別面積調べ」(R8.1.1時点)

ha 38,490 100.0% 1,138,000 100.0% 3.4

ha 4,730 12.3% 220,700 19.4% 2.1

ha 33,700 87.6% 917,300 80.6% 3.7

戸 1,579 - 37,594 - 4.2

戸 1,355 100.0% 32,232 100.0% 4.2

人 59,647 - 5,044,825 - 1.2 住民基本台帳（R7.1.1）

人 3,432 - 109,188 - 3.1

人 2,670 - 80,552 - 3.3

ha 1,133 - 95,000 - 1.2

ha 150 - 132,000 - 0.1

ha 100 - 48,700 - 0.2

ha 73 - 46,800 - 0.2

ha 18 - 48,900 - 0.0

ha 138 - 781 - 17.7

ha 23 - 391 - 5.9

ha 33,326 - 576,000 - 5.8

頭 8,038 - 828,690 - 1.0

頭 14,194 510,024 - 2.8

頭 14,752 - 18,355 - 80.4
日本軽種馬協会「軽種馬統計」（繁殖牝

馬頭数＋生産頭数）

千万円 7,693 100.0% 134,780 100.0% 5.7

千万円 719 9.3% 56,410 41.9% 1.3

うち米 千万円 120 1.6% 11,490 8.5% 1.0

うち野菜 千万円 522 6.8% 24,890 18.5% 2.1

千万円 6,976 90.7% 78,370 58.1% 8.9

うち乳用牛 千万円 560 7.3% 47,810 35.5% 1.2

うち肉用牛 千万円 462 6.0% 12,240 9.1% 3.8

畜産その他 千万円 5,954 77.4% 18,320 13.6% 32.5 ※端数処理等から合計と一致しない。

家畜飼養頭羽数

飼料作物

てんさい

トマト

水稲

ばれいしょ

大豆

小麦

花き

市町村別農業産出額(推計)(R５)

令和５年農業産出額及び生産農業所

得（都道府県別）

農業産出額(Ｒ５)

乳用牛（めす）

肉用牛

耕種計

畜産計

軽種馬

主要作物作付面積

単 位

総土地面積

総農家数

耕地面積

田

畑

項目　

販売農家

農家人口（販売農家）

総人口

農業就業人口（販売農家）

摘　　　　要

日　高 北 海 道
(A)/(B)

％

肉畜等に関する調査

農林水産省「作物統計」

農林水産省「作物統計」

※トマト、花き、飼料作物、ばれい

しょにおける日高の面積は農務課調

べ

2020農林業センサス

2020農林業センサス
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　１．日高農業のはじまり

　　松前藩は本道の統治を始めた頃、藩士に対する禄の代償として、蝦夷地の海岸（漁場）を

　分割して与える「場所制度」を実施した。当時の東蝦夷地日高国に沙流、新冠、染退、静内、

　三石、浦河、油駒の７つの場所が設けられていた。この頃の日高の産物は主に昆布等の海産

　物であり、農耕はアイヌの女性たちが自家食用として春夏の漁業の余暇に粟や稗を作ってい

　た程度であった。

　　その後、文化年間の資料によれば、各場所の会所（事務所）では周辺に畑を開墾し、そ菜

　を作っていたとある。当時、場所間の交通運搬手段は馬に頼っており、各場所に厩を設け南

　部藩などから馬が導入、飼育されていた。

　　明治以降の農業開拓は、明治３年「東蝦夷地御親料規則」（移住民扶助法）施行後、彦根

　藩等の藩士や九州の農民が各地に入植したことに始まる。しかし、当時の開墾は困難を極め、

　数年後には離散、転職した者も多かった。

　　その後、明治１４、１５年の２次にわたり、神戸から開拓会社「赤心社」が入植し、耕牛

　・プラウにより半年間に１８町歩を開墾した頃から開拓が急速に進んだ。当時の作物は大豆、

　小豆、蕎麦、馬鈴薯、藍等で阿波から移民が多かったことから藍の品質は東京で好評を博す

　るほどであった。

　　一方、日高の馬産の起源は、文化年間の場所への駅馬の配置に始まる。当時幕府が様似に

　建設した天台宗「等澍院」の住職が疾病馬を加療・繁殖していた馬群を基礎とし、安政５年

　には、幕府が元浦河に馬牧を開設した。

　　明治に変わり、開拓使は明治５年、新冠、静内にまたがる約6,700町歩の土地に、馬の改

　良を目的に新冠牧場を設置、これが明治１７年に御料牧場となり、３年後にはすでにサラブ

　レッドが導入された。

　　明治２０年以降、軍備強化に伴い民間における馬の増殖が図られ、特に日清・日露戦争を

　契機に馬の頭数は飛躍的に増加し、明治４０年、日高種馬牧場が設置され、馬匹の改良と馬

　産振興を推進することとなり、今日の馬産地「日高」の基礎が作られた。

※　開　拓　の　経　過

明治５年 明治１０年 明治２０年 明治３０年 明治４０年

耕地面積

　　　（町）

１２２ ４４６ ３１６ ８５８ １６，４４６

馬

　     （頭）

不　明 ２，００８ １１，６５３ ９，４９８ １２，８３２

〔資料：北海道庁統計書他〕
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　２．日高農業史年表

西暦 年　 号

1669 慶安　元 シャクシャインの乱。

1798 　　　10 近藤重蔵、日高・十勝間に山道を開く。（本道初の道路開削）。

1799 　　　11 幕吏、浦河・様似で穀物・野菜等を試作、牛馬を配置。 東蝦夷地、幕府直轄となる。

1800 　　　12 八王子同心、沙流に入植。

1804 文化　１ 幕府、様似に等澍院（天台宗）を建立。

1805 　　　 2 沙流の番人、水田を作り、新米を幕府に献上。

1811 文政 　4 様似（幌満）において水田を試作、収穫。

1857 安政 　5 浦河に幕府直轄の馬牧を設置（明治元年廃止）。

1869 明治 　2 開拓使設置、蝦夷を北海道と改称。当地方は日高国と称した。

1870 　　　 3 彦根藩の家臣120戸234人、門別へ入植。

仙台藩の家臣142戸146人、富川へ入植。

1871 　　　 4 徳島藩の家臣137戸546人、静内へ入植。

長崎、熊本の農民21戸93人、浦河（西舎、杵臼）へ入植。

1872 　　　 5 新冠牧場（現農林水産省家畜改良センター新冠牧場）開設。

浦河支庁設置。

1874 　　 　7 浦河支庁廃止、札幌本庁の直轄となる。浦河郡役所設置。

1881 　　  14 浦河（西舎）へ赤心社第１次入植。

1882 　 　 15 浦河（荻伏）へ赤心社第２次入植。 開拓使を廃止、札幌、函館、根室の３県を

設置。日高は札幌県に所属。

1883 　 　 16 新冠牧場が宮内省の直轄（御料牧場）となる。

1884 　 　 17 新冠牧場に豪州より初めてのサラブレッド種導入。

1886 　　  19 ３県を廃止、北海道庁を設置。

1897 　　　30 浦河郡役所廃止、浦河支庁設置（現在の日高支庁）。

1903 　　　36 赤心社に乳牛（ホルスタイン）導入。

1905 　　　38 札幌競馬開設。

1907 　　　40 日高種馬牧場（後の日高種畜牧場）開設。

1923 大正　12 競馬法制定。

1926 　　　15 浦河に測候所開設。

1932 昭和　7 浦河支庁を日高支庁と改称。

1936 　　　11 日本競馬会発足。（国営競馬）。

1937 　　　12 国鉄日高線、全線開通。

1941 　　　16 町立静内農業学校設立。

1946 　　　21 農地改革開始。

1947 　　　22 新冠種畜牧場用地の一部を民間に開放。 農業協同組合法公布。

1948 　　　23 軽種馬生産農業協同組合北海道支部（現在社団法人日本軽種馬協会日高支部）開設。

1949 　　　24 新冠種畜牧場、馬匹改良から乳牛改良へ転換。 国営・道営競馬開始。

1950 　　　25 日高種畜牧場用地の一部を開拓地として解放。 北海道開発庁設置。

1951 　　　26 北海道開発局設置。

1952 　　　27 十勝沖地震。

1954 　　　29 日本中央競馬会宇都宮育成牧場日高支所（現日高育成牧場）開設。 日本中央競馬会(JRA)設立。

道畜産振興審議会、日高を本道初の高度集約酪農地帯に指定。 洞爺丸台風で青函連絡船沈没。

1961 　　　36 日高軽種馬農業協同組合(HBA)設立。 農業基本法成立。

1962 　　　37 農業構造改善事業開始。

1964 　　　39 国鉄富内線開通。 東京オリンピック開催。

1965 　　　40 日高種畜牧場、馬匹改良から撤退。

1970 　　　45 北海道襟裳肉牛牧場開設。 米生産調整対策開始。

(財)北海道農業開発公社設立。

1971 　　　46 初めての軽種馬を輸出。（韓国へ100頭。）

1972 　　　47 札幌オリンピック開催。

1976 　　　51 ウタリ地区農林漁業対策開始。

(社)北海道軽種馬振興公社設立。

1977 　　　52 軽種馬の第１次計画生産開始。競走馬特別資金融通。 有珠山噴火。

「北海道発展計画」策定。

1978 　　　53 中央競馬静内場外勝馬投票券発売所開設。

1981 　　　56 軽種馬に対する制度資金の適用が認められる。

1982 　　　57 浦河沖地震。

1983 　　　58 軽種馬の第２次計画生産開始。 「北海道農業の発展方策」策定。

1985 　　　60 北海道門別軽種馬トレーニングセンター竣工。

日本軽種馬協会北海道市場開設。

管内農業共済組合広域合併完了。

軽種馬経営改善資金融通。

1986 　　　61 国鉄富内線廃止。

1987 　　　62 軽種馬共同育成モデル事業開始。 「北海道新長期総合計画」策定。

北海道日高合同庁舎竣工。

1988 　　　63 支庁に農業振興部設置。 青函トンネル開通。

1989 平成　元 (社)ジャパンブリーダーズカップ協会設立。 道「地域農業のガイドポスト」策定。

1990 　 　　2 新冠・日高の種畜牧場が家畜改良センター各牧場に改称。

1991  　　　3 中央競馬会日高育成総合施設着工。

1992 　 　　4 農林水産省家畜改良センター日高牧場閉場。 農水省、新農政プラン公表。

1993 　 　　5 日高管内野菜広域出荷推進協議会設立。 全国的大冷害。

ガットウルグァイラウンド妥協。

1994 　 　　6 ホッカイドウ競馬静内場外発売所開設。 道「北海道農業のめざす姿」公表。

1997 　 　　9 門別競馬場開設。 道「北海道農業・農村振興条例」制定。

1999 　　　11 「食料・農業・農村基本法」施行。

2000 　　　12 有珠山噴火・口蹄疫発生。

2001 　　　13 第30回日本農業賞　集団組織の部　大賞受賞（平取町野菜生産振興会　トマト・胡瓜部会）。 牛海綿状脳症（BSE）発生。

静内場外発売所「Ａｉｂａ静内」開設。

第40回農林水産祭　日本農林漁業振興会会長賞受賞（平取町野菜生産振興会　トマト・胡瓜部会）。

2003 　　　15 浦河場外発売所「Ａｉｂａ浦河」開設。

台風10号通過に伴う大洪水の発生。

十勝沖地震発生。

2004 　　　16 ホッカイドウ競馬所属のまま中央競馬ＧＩレースへ出走「コスモバルク号」。

競馬法の改正（主な改正：地方競馬及び競走馬生産支援）。

札幌場外発売所「Ａｉｂａ札幌」開設。

2005 　　　17 静内農業高校で生産・育成した競走馬の活躍などで道知事感謝状授与。 千歳場外発売所「Ａｉｂａ千歳」、函館場外発売所「Ａｉｂａ函館港町」開設。

2006 　　　18 ３カ所あった農業改良普及センターが日高農業改良普及センターとして一本化。 コスモバルク号がシンガポール航空国際カップ（ＧⅠ）で優勝。

2007 　　　19 馬インフルエンザ発生。

2009 　　　21 門別競馬場でグランシャリオナイター開催。 登別場外販売所「Ａｉｂａ登別室蘭」開設。

2010 　　　22 日高支庁から日高振興局へ改称。 口蹄疫発生。

2011 　　　23 平取町のトマトの販売額が40億円を超える。 東日本大震災発生。

2016 　　　28 日高農業改良普及センター日高東部支所が、本所に統合。 道内の家きんで初めて高病原性鳥インフルエンザ発生。

台風７号、11号、９号及び10号の接近・上陸による記録的な大雨等の発生。 北海道新幹線開業。

2018 　　　30 北海道胆振東部地震発生による建物や道路の破損、大規模な停電や断水が起きた。

2019 　 　　元 JRA日高育成牧場,HBAと日高振興局が包括連携協定締結。

2020 　 　　2 HBA北海道市場の軽種馬売却総額が過去最高の127億円を記録。 ホッカイドウ競馬の発売額が520億円に達し、２９年ぶりに発売記録を更新。

2021 　　　３ HBA北海道市場の軽種馬売却総額が3年連続で過去最高を記録。 管内産馬が、国内G１競走を１０勝、統一JPN１競走を6勝、仏国G2を勝利。

2022 　　　4 HBA北海道市場の軽種馬売却総額が４年連続で過去最高を記録、全セールで前年の売上げを更新。 地方競馬や産地への支援を恒久化する改正競馬法が成立。

2023 　　　5 HBA北海道市場の軽種馬売却総額が５年連続で過去最高を記録。 北海道ボールパークFビレッジ開業。

2024 　　　6 新冠町のピーマンや三石の花きで販売額が過去最高を記録 「食料・農業・農村基本法」改正

2025         7 ホッカイドウ競馬の発売額が573億円に達し、発売総額、入場者数ともに過去最高を更新。 カムチャッカ半島沖での地震（７月）、青森県東方沖地震（12月）に伴う、津波警報が発令。

道内外の主なできごと
年　　代

日高管内の主なできごと
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　１．気　　象
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浦河(年平均降水量1,118.3ml)
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東京(年平均降水量1,598.2ml)
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浦河(年平均日照時間1,839.1hr)

札幌(年平均日照時間1,718.0hr)

東京(年平均日照時間1926.7hr)

日高管内の気候は、比較的温暖であるが、太平洋に面する沿岸部と内陸部に大別され、

沿岸部では海洋性気候、内陸部では大陸性気候を示す。

積雪量、降水量は沿岸部では少ないが内陸部では多くなっている。

夏期は、海岸線では海霧が発生し、気温もあまり高くならないが、内陸部では気温の変

動が大きい。

冬期間の最低気温も零下10℃を下回ることが少なく、北海道の中にあっては比較的気候

に恵まれた地域といえる。

平均気温

降水量

日照時間

〔資料：気象庁データ（1991～2020年の平年値)〕

〔資料：気象庁データ（1991～2020年の平年値)〕

〔資料：気象庁データ（1991～2020年の平年値)〕
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２．土壌の分布

　火山性土 　泥炭土

1,140 1.6 　低地土 　台地土

20,000 27.9

2,630 3.7

202 0.3

217 0.3

190 0.3

6,530 9.1

967 1.3

9,980 13.9

17,200 24.0

6,780 9.5 36.5

2,200 3.1

泥炭土 2,130 3.0 3.0

台地土 1,560 2.2 2.2
　〔資料：北海道土壌図　農牧地および農牧適地　１９８５北海道農業試験場〕

71,700

70,600

うち耕地 40,000

　〔資料：北海道の土壌　１９８５北海道農業試験場〕
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未熟火山性土

グライ低地土

灰色低地土

うち農牧地及び農牧適地

総計（除市街地）

低位泥炭土

-

100.0

56.7

低地土

総　　　　　計

黒色火山性土

褐色火山性土

褐色低地土

酸性褐色森林土

土壌区分

北海道農牧地

土壌分類第２次案

中分類

火山性土 58.4

湿性火山放出物

未熟土

火山放出物

未熟土

厚層黒色

火山性土

湿性黒色

火山性土

砂丘未熟土

面積

（ｈａ）
割合（％）

日高

太 平 洋

門別

静内

平取

新冠

三石

様似
浦河

えりも

○

○

○

○

○

○

○

○

○

胆振総合振興局

十勝総合振興局

日高管内の土壌は火山性土が最も多く、次いで低土地、泥炭土、台地土が分布している。

火山性土は管内に広く堆積し、西部には粗末な未熟土が多く、中部から東部にかけては黒色を呈する腐植含量の

多い土壌が多く分布している。

低地土は日高山脈から太平洋岸に向かって流れる、大小河川に沿った沖積土地帯に分布している。

台地土は東部の丘陵地帯に褐色森林土が分布している。
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　１．農業産出額に見る地域の特性

(単位：千万円)

米 野　菜 花　き 耕種その他 肉用牛 乳用牛 軽種馬 畜産その他 合　　計

昭和50年 755 113 - 129 147 573 2,842 155 3,076

昭和55年 325 102 0 105 104 509 2,132 186 3,463

平成27年 136 592 20 23 580 492 3,803

平成28年 137 521 20 18 625 606 4,056

平成29年 150 560 20 20 650 610 4,503

平成30年 134 577 26 12 665 617 4,520

 令和元年 142 468 X 64 499 571 5,601

 令和２年 134 556 X 68 436 570 5,986

 令和３年 119 495 X 74 514 571 6,623

 令和４年 119 523 X 73 487 544 7,306

 令和５年 120 522 X 77 462 560 7,693

〔資料：北海道農林水産統計年報（総合偏）、平成26年以降は市町村別農業産出額（推計値）〕

※平成26年以降の「畜産その他」は「軽種馬」を含む。

　｢－｣：事実のないもの　｢Ｘ｣：個人又は法人その他の団体に関する秘密を保護するため、統計数値を公表しないもの

5,954

5,560

4,851

4,221

3,857

2,489

2,490

1,957

2,133

日高管内における令和元年の農業産出額は560億円（推計値）と前年に比べ108億円上回った。

また、部門別に全体を占める割合を見ると畜産その他（軽種馬を含む）が69％を占めており、

R元

H30

H29

H28

H27

H26

H17

H12

H7

H2

S60

(千万円)

134 556 X 18

436 570 ー 4221

＜農業産出額の推移＞

134, 2.5％

556

8.4％

花き、18, 1.0 ％

436

8.9％

570

10.2％

4221

68.9％

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1

＜農業産出額の割合（令和元年）＞

6,519

5,091

5,225

4,715

〔資料：市町村別農業産出額（推計値）〕

4,056

3,478

3,803

4,503

4,520

4,443

5,601

日高管内における令和5年の農業産出額は770億円（推計値）と前年に比べ40億円上回った。

また、部門別に全体を占める割合を見ると畜産その他（軽種馬を含む）が77.4％を占めてお

り、次いで乳用牛が7.3％野菜が6.8％、肉用牛が6.0％の順となっている。

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000 9,000
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H30
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＜農業産出額の推移＞

花き、耕種その他,0.9%

野菜 1.6 
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6.8 

肉用牛

6.0 

乳用牛

7.3 

畜産その他

77.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

＜農業産出額の割合（令和5年）＞

6,519

3,800

4,064

4,715

〔資料：市町村別農業産出額（推計値）〕

5,601

4,500

4,520

5,986

6,623

7,306

7,693
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日高町 平取町 新冠町 浦河町 様似町 えりも町 新ひだか町 振興局計

米 33 49 14 2 2 - 20 120

野　菜 87 297 45 24 14 - 55 522

花　き 0 - - x - - x x

耕種その他 10 10 1 x 0 - x 21

肉用牛 106 65 88 48 4 18 133 462

乳用牛 251 54 149 21 7 4 74 560

その他畜産 ｘ 126 ｘ 1,295 251 4 1,697 3,373

合　計 1,932 602 1,433 1,402 280 26 2,018 7,693

　｢－｣：事実のないもの　｢Ｘ｣：個人又は法人その他の団体に関する秘密を保護するため、統計数値を公表しないもの
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(千万円)

米 野 菜 耕種その他 肉用牛 乳用牛 その他畜産

町別農業産出額（推計値）では、新ひだか町が201億円と最も多くなっている。

野菜は、トマト産地である日高町・平取町、ミニトマト産地の新ひだか町、ピーマン

産地の新冠町で盛んとなっており、軽種馬経営からの複合・転換で増加傾向にある肉用

牛は、新ひだか町、日高町、新冠町、平取町、浦河町などで盛んに生産されている。

1,932

1,402

602

1,433

280

26

2,018

(単位：千万円)

〔資料：市町村別農業算出額（推計値）]

＜町別産出額の構成（令和５年）＞

※ 「畜産その他」は「軽種馬」を含む。

※ 点線箇所は統計数値が公表されていない「X」を模式的に表現したもの。
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　２．農業構造と経営

　（１）耕地面積
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日高管内における令和６年の耕地面積は、約38,500haと平成12年以降、減少傾向にある。

なお、種類別に見ると、田が4,730ha、畑が33,700haとなっており、畑が全体の８割以上を占め

ている。

＜耕地面積の推移＞

〔資料：北海道農林水産統計年報（総合編）、農林水産省「作物統計」〕

注：平成22年以降の「畑」面積には、「普通畑」「牧草地」「樹園地」を含む

注：「北海道農林水産統計年報（総合編）」の耕地面積、「農林業経営体調査果報告書（2020年農林業センサス）」の農業経営体数を基

に算出。

＜日高振興局管内 １戸当たり耕地面積の推移＞

注：「北海道農林水産統計年報（総合編）」「2020農林業センサス」の耕地面積及び総農家数を基に算出。

＜町別 １戸当たり耕地面積（令和2年）＞

＜日高振興局管内 １戸当たり耕地面積の推移＞
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　（２）農家戸数

平成27年までは販売農家数、令和2年は農業経営体数
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＜経営規模別農家数の推移＞

〔資料：農林業経営体調査結果報告（2020年農林業センサス）〕

〔資料：農林業経営体調査結果報告（2020年農林業センサス）〕

日高管内の販売農家数は令和２年現在で1,355戸と平成27年から304戸減少している。

＜ 総農家数の推移 ＞

＜経営規模別農家数の推移 (販売農家)＞

1,894
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　（３）農家人口

※年齢別基幹的農業従事者数 （単位：人）

15～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上 計

平成2年 523 1,307 1,320 1,598 1,909 6,657

平成7年 369 856 1,390 1,196 2,032 5,843

平成12年 279 663 1,239 1,171 2,110 5,462

平成17年 239 495 843 1,217 2,034 4,828

平成22年 177 376 624 1,057 1,842 4,076

平成27年 114 331 505 742 1,863 3,555

令和2年 68 197 329 431 1,306 2,331

全道 2,594 7,503 10,242 12,889 37,415 70,643

〔資料：農林業経営体調査結果報告（2020年農林業センサス）〕

農家戸数の減少に伴い農家人口も減少しており、令和２年では3,432人で販売農家１戸当たりの

平均農家人口は、2.5人となっている。

基幹的農業従事者数(個人経営体)の年齢別の構成比は、令和２年では15～29歳までが2.9％、30

～39歳が8.5％、40～49歳が14.1％、50～59歳が18.5％、60歳以上が56％となっており、60歳以上

が半数を占めている。
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＜年齢別農家人口の推移（基幹的農業就業人口）＞
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農家人口 農業就業人口 基幹的農業就業人口 １戸当たり農家人口

＜農家人口の推移＞

〔資料：農林業経営体調査結果報告（2020年農林業センサス）〕
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　３．農業生産
　（１）農産
　　　①　米

令和６年産の水稲作付面積は1,133haで、前年に比べ約15ha増加し、４年ぶりに増加に転

じた。

収穫量は、令和６年産は5,890tで、前年に比べ177t増加した。

2,160 1,710 1,450 1,350 1,320 1,280 1,270 1,220 1,190 1,118 1,133

11,200 

8,420 
7,150 6,820 

6,130 
6,640 6,690 6,560 6,210 

5,713 5,890 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

H17 H22 H27 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

（t）（ha）

作付面積

収穫量

＜水稲作付面積及び収穫量の推移＞

日高町

315ha

27.8% 

平取町

435ha

38.4%

新冠町

150ha

13.2%

浦河町

22ha

1.9%

様似町

23ha

2.0%

新ひだか町

188ha

16.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

〔資料：北海道農林水産統計年報（総合編）〕

〔資料：北海道農林水産統計年報（総合編）〕

＜町別水稲作付面積（令和6年産）＞
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　　　②　畑作物
管内の畑作物の作付面積は、令和２年度以降増加傾向であり、作物別では、小麦、大豆、ばれ

いしょが増加傾向にある。

令和６年度作付面積を作物別に見ると、小麦が150ha、大豆が73ha、小豆が19ha、ばれいしょが

100ha、てんさいが18haとなっている。また、町別作付面積では平取町が最も多く、次いで日高町

となっており、主に管内西部地域で栽培されている。

＜畑作物作付面積の推移＞
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84
52 57 44 55 70 89

143 150
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50 49
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40 22

21 22

26

15

15
19

56

37
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10083

93
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H12 H17 H22 H27 H30 R1 R2 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

てんさい ばれいしょ 小豆 大豆 小麦

252

386

205

263

60

241

30
0 0 0 2

0

40

80

120

160

200

240

280

日高町 平取町 新冠町 浦河町 様似町 えりも町 新ひだか町

（ha）
＜町別畑作物作付面積（令和６年）＞

333

232

198

〔資料：北海道農林水産統計年報（農業統計市町村別編）、小豆・ばれいしょは平成19年値から農務課調べ〕

〔資料：北海道農林水産統計年報（農業統計市町村別編）及び農務課調べ〕

注）市町村別データは非公表の数値があることから、各町の合計が上記グラフの総面積と合わないことがある

183
176

（ha）

328

360
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③　野菜

〔資料：北海道農林水産統計年報（総合編）及び農務課調べ〕

管内の野菜生産は、平取町のトマト、寒締めほうれんそう、新ひだか町のミニトマト、新冠町

のピーマン、浦河町・様似町のいちごなど、各町ごとに主力野菜の振興を図っている。

12,400 12,900
15,744 13,993

12,730
13,378 13,734

15,068
12,386 12,273

13,189

112
132 166

148 146 146 145 151
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H17 H22 H27 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

（ha）（ｔ）
収穫量 作付面積

＜トマト（ミニトマト含む）の作付動向（日高管内）＞

1,310 1,160
1,730

2,036 2,091
2,433

3,320
3,778 3,558

2,976
2,616

16 15

20

26 25
29

35
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4,000

H17 H22 H27 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

（ha）（ｔ） 収穫量 作付面積
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112 131
152 153 125

166 172
129 129

161
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14 14
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16 16 15
13 14
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189

105

218 234 226 249 252 272
216 206 208
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8 8 9 9 9
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9

0
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10

15
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50
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200

250

300

H17 H22 H27 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

（ha）（ｔ）

収穫量 作付面積

＜ピーマンの作付動向（日高管内）＞

＜ほうれん草の作付動向（日高管内）＞

＜いちごの作付動向（日高管内）＞
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④　花き

⑤　飼料作物

花きの生産は、新ひだか町及び浦河町を中心として、日高管内の気象条件に合致した品目であ

るデルフィニウムやスターチスを主力として栽培している。

作付面積は近年横ばい傾向である。

また、出荷額（切り花）は、令和２年は新型コロナの感染の影響により出荷額が減額したが、

令和２年を除く近年は７億円台で推移し、令和５年と令和６年は８億円を突破している。

662
552 640 739 734 734 600 714 781 829 829

26 90 0 
0 0 0 

0 
0 0 0 0 

21 23 20 22 22 22 22 22 21 23 23
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10

20

30

40
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200

400
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800

1,000
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（ha）（百万円） 出荷額 出荷額(その他) 出荷額 出荷額(切り花) 作付面積
＜出荷額及び作付面積の推移（日高管内）＞

飼料作物の作付面積はおおむね横ばい傾向にある。なお、作付面積の約97％が牧草となっている。

町別に見ると、軽種馬生産が盛んな地域で多く作付けされている。

1,060
1,258 1,272 1,238 1,212 1,217 1,270 1,269 1,240 1,222

31,238

32,996 32,998 33,248 32,601 32,708
33,649 33,649 33,484 33,326

0

500

1,000

1,500

30,000

32,000

34,000

36,000

38,000

40,000

H22 H27 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

（1,000t）（ha） 収穫量 作付面積

＜作付面積及び収穫量の推移（日高振興局）＞

8,316

800

958

4,400

7,800

2,746

7,260

138

0

0

0

122

346

440

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000 9,000

新ひだか町

えりも町

様似町

浦河町

新冠町

平取町

日高町

牧草
サイレージ用とうもろこし

＜町別飼料作物作付面積（令和6年）＞

〔資料：農務課調べ〕

〔出典：自給飼料生産利用状況調査〕

〔出典：自給飼料生産利用状況調査〕
（ha）
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　（２）畜産

　　　①　軽種馬

　　　　１）軽種馬の飼養・生産

（単位：戸）

日高町 平取町 新冠町 浦河町 様似町 えりも町 新ひだか町 管内計

143 17 116 146 19 3 189 633

地　域 生産頭数 割　合

日　高 6,242 78.8%

胆　振 1,476 18.6%

十　勝 24 0.3%

道内計 7,742 97.7%

東　北 80 1.0%

その他 103 1.3%

道外計 183 2.3%

合　計 7,925 100.0%

6,505
5,723 5,422

6,007 6,165 6,147 6,239 6,242

47 1 5
2 0 0 0 0

0

1,000

2,000

3,000

4,000
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7,000

H17 H22 H27 R2 R3 R4 R5 R6

（頭）

サラブレッド アングロアラブ

8,529 7,702 7,373 8,025
8,113 8,266

8,364

8,510

47 11
3 0 0 0 0

0

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

H17 H22 H27 R2 R3 R4 R5 R6

（頭）

サラブレッド アングロアラブ

1,039 

865
815 794

762 745 725 709 700 684 669 662 647 642 633

8.2 8.9 
9.1 9.3 9.6 9.9 10.3 10.7 11.1 11.4 

12.0 12.0 12.8 

13.0 13.4 

0.0

5.0

10.0

15.0

0

500

1,000

1,500

H17 H22 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

（頭）（戸）

戸数 １戸当たり頭数

18.3% 13.3% 26.1% 15.2% 7.6% 19.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1～3頭 4～5頭 6～10頭 11～15頭 16～20頭 21頭以上

飼養頭数別

＜繁殖牝馬飼養頭数別戸数（令和6年）＞

＜町別繁殖牝馬飼養戸数（令和6年）＞

＜地域別生産頭数（令和6年）＞ ＜飼養戸数及び一戸当たり繁殖牝馬飼養頭数の推移＞

＜繁殖牝馬飼養頭数の推移＞ ＜生産頭数の推移＞

繁殖牝馬の飼養戸数は減少傾向にあり、令和６年は、対前年９戸減の633戸となった。

一方、繁殖牝馬の飼養頭数は、対前年146頭増の8,510頭、一戸当たりの繁殖牝馬飼養頭

数は13.4頭となっている。また、生産頭数は対前年3頭増の6,242頭となっている。

全国に占める日高の生産シェアは約８割で、管内農業の基幹品目である。

資料：日高軽種馬農協「業務成績資料」（平成12年まで）

日本軽種馬協会「軽種馬統計」（平成13年より）
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　　　　２）市場の動向

令和６年の北海道市場（日高軽種馬農協）は、サラブレッド上場頭数が2,630頭で、うち

2,160頭が売却され、売却額は対前年約1.3億増の約189億円、売却率は前年から3.4ポイン

ト増の82.1%であった。

545 552 585 633 705
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＜せり市場取引成績（北海道市場）＞
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2,629 2,629 
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1,796 1,799 
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＜市場上場頭数と売却頭数(サラ 北海道市場)＞

〔資料：農務課調べ〕

※H19よりアングロアラブのせり市場取引無し。
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　　　②　酪農

令和５年の乳用牛の飼養農家戸数は116戸、飼養頭数は7,816頭、生乳生産量は38,114tで

あった。

乳用牛頭数、農家戸数ともに、直近５ヵ年で約２割減少している。
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〔資料：北海道農林水産統計年報（農業統計市町村別編及び総合編）及び平成19年以降肉畜等に関する調査

〔資料：北海道農林水産統計年報（農業統計市町村別編及び総合編）及び平成19年以降ホクレン調べ〕
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　　　③　肉用牛

頭数

8,717

130

63

122

種類

黒毛和種

日本短角種

外国種

その他（Ｆ１等）

令和６年の肉用牛の飼養農家戸数は226戸、飼養頭数は14,194頭であった。

肉用牛の飼養農家戸数は令和５年より減少したものの、飼養頭数は３年ぶりに増加して

いる。

200
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340

360
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(頭) 肉用牛飼養頭数 うち肉専用種 戸数

＜肉用牛飼養頭数等の推移＞

＜肉用牛（繁殖雌牛）品種別飼養割合（令和６年）＞

〔資料：肉畜等に関する調査〕

〔資料：北海道農林水産統計年報（農業統計市町村別編及び総合編）〕及び平成20年以降肉畜等に関する調査

黒毛和種
97%

日本短角種
1%

外国種
1%

その他
1%
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Ⅴ　日高の農業農村整備

１　日高振興局農業農村整備関係の施策体系

1

－ 1

－ 1

－ 1

農地保全と施設管理 －

－

　　　　農業農村整備は、農業の生産基盤と農村の生活環境の整備を通じて、農業・農村
　　　の持続的発展を図り、「食」の安定供給の確保や農業・農村が有する多面的機能の
　　　発揮を目的とする取組です。

農村地域防災減災事業（地すべり対策） 2

－

－

　※豊かな農村
　　空間の創造

　３つの整備方針
・いのちの源「食」
　の生産をささえる

・多様な担い手と
　地域をささえる

・豊かな農村環境を
　ささえる

農村の生活環境の整備

3農業生産基盤の整備

対 象 事 業 名

海岸保全施設（維持管理）

地すべり対策施設（維持管理）

1

9

地区数

－

水利施設整備事業（単独営農用水）

農道整備事業（広域営農団地農道整備）

農村整備事業（農道・集落道）

農村整備事業（営農飲雑用水施設整備）

中山間地域農業農村総合整備事業
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２　日高管内の農業農村整備事業

　＜主な農業農村整備事業＞

（１）中山間地域農業農村総合整備事業

　　　　浦河西部地区（浦河町）ほ場整備

（２）農村地域防災減災事業（地すべり対策）

　　　　幌毛志地区（平取町）斜面改良

（３）農道整備事業（広域営農団地農道整備）

日高中部地区（新ひだか町）路面改良

（４）農村整備事業（営農飲雑用水施設整備）

上豊畑地区（新ひだか町）取水施設

　管内では、農産物の品質と生産性の向上、営農の効率化を図るために基礎的条件である生産基盤の整備を重点
的に推進している。また、軽種馬生産が中心である経営体質の改善を図っていくため、経営転換、複合化の推進
など多様な農業が可能となる農地整備が強く求められている。

　農村整備事業（営農飲雑用水施設整備）
とは、老朽化の進行や災害への脆弱性が顕
在化している農村地域のライフラインの持
続性を確保するため、営農飲雑用水施設の
改修整備を行う事業である。

　中山間地域農業農村総合整備事業とは、
自然的、社会的、経済的に恵まれず、農業
の生産条件が不利な中山間地域において、
農業生産基盤の整備を総合的に行い、地域
農業の経営安定化を図るとともに、農地の
荒廃を防ぎ、すぐれた農村景観を確保する
ことを目的としている事業である。

　農村地域防災減災事業（地すべり対策）
とは、農地、人家、公共建物、河川、道路
等の公共施設その他のものに対する地すべ
り被害を除去または軽減し、国土の保全と
農家や地域住民の安定した生活のため、地
すべり防止施設などの整備を行う事業であ
る。

　農道整備事業（広域営農団地農道整備）
とは、農地・農業集落を結び、農作業の効
率化や生産資材、農産物などの農業輸送の
安定・効率化、さらには農村生活の利便性
を改善するため、基幹となる農道の改良等
を行う事業である。
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３　道営農業農村整備事業

　（１）道営採択年度別総事業費

採択事業費

（百万円）

H23 950 1

H24 3,300 3

H25 130 1

H26 940 2

H27 660 2

H28 1,406 3

H29 0 0

H30 970 1

R1 1,410 1

R2 600 1

R3 0 0

R4 1,230 2

R5 1,025 2

R6 0 0

R7 1,380 1

　（２）道営農業農村整備事業予算の推移

（災害・維持管理は除く）

年度事業費

（百万円）

H23 1,038 11

H24 927 10

H25 1,916 10

H26 1,230 13

H27 816 14

H28 1,168 15

H29 944 12

H30 953 11

R1 1,142 10

R2 883 9

R3 1,178 11

R4 961 10

R5 819 8

R6 1,041 9

R7 1,235 9

　（３）令和７年度　道営農業農村整備事業費（千円）

年度 地区数

年度 地区数
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5
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地
区
数

採
択
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事
業
費

年度 採択事業費 地区数
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6

8

10

12

14

16

0

1,000

2,000

3,000

H23H24H25H26H27H28H29H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

地
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年度 年度事業費 地区数

231,000 

400,000 

150,000 

88,000 

290,000 

76,250 
水利施設整備事業（単独営農用水）

農道整備事業（広域営農団地農道整備）

農村整備事業（農道・集落道）

農村整備事業（営農飲雑用水施設整備）

中山間地域農業農村総合整備事業

農村地域防災減災事業（地すべり対策）
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